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1. はじめに

現代は，東西ドイツの統合にみられるように，環境変

化が激しく，しかも先行きの見通しの不透明な時代であ

る.これを企業経営のレベルで、みるならば，顧客のニー

ズの変化が激しく，その動向を抱撞することが非常に困

難になりつつある時代といえる.

企業が存続するには，このような顧客に対応し，その

ニーズ(顧客自身が明確には認知していないニーズも含

む)を満足させるような製品(あるいは+ーピス)をタ

イミングよく提供できなくてはならない.このためには

戦略経営と呼ぶべきものが必要である.この戦略経営を

実行するには，既存の組織では経営情報システムの支援

をもってしでも種々の問題が生ずる.新しい観点からの

検討が必要である.

2. 戦略経営

2.1 分析型験略輪アプローチ

従来より，変動する環境に適応するために，経営戦略

の策定に関する種々のアプローチが存在した.このよう

なアプローチの戦略論は，伝統的戦略論とも呼ばれるも

のであり，奥村[ 1 ]の分析型戦略論に相当する.

この分析型戦略論のアプローチ(略して，分析型アプ

ローチ)は，将来の目標と予測をもとに，将来の企業行

動を合理的に設計し，コントロールすることにより，効

果的に環境適応ができると L、う考え方にもとづいてい

る.このアプローチによると，戦略の策定・実行は次の

ようなプロセスでスマートに行なわれる.

(1)環境ならびに自社資源の現状分析ならびに将来予測

(2)経営目標の設定と基本戦略の策定 (3)基本戦略をも

とにした長・中期の戦略経営計画の策定 (4)戦略経営計

画をもとにした年次実行計画と予算の策定 (5)年次実行

計画と予算の実施 (6)実施状況のフォローアップ，ある
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いは，実行計画の修正

このような考え方を徹底して追求したのが， GE社の

戦略計画システムあるし、は SBU管理であった.また，

その中枢を占めていたのが，本社の戦略計画スタップで

あった.しかし，この多大な期待をかけられスタートし

た戦略計画システムも，さまざまな弊害を生みだした.

たとえば， GE社の本社戦略計画スタッフと家庭事業本

部の管理者との対立があった. 70年代すでに戦略計画ス

タップは，日本企業等との国際的な競争の激化を警告し

ていたが，事業本部の管理者たちは，シアーズ・ローパ

ック社のみが競争相手と考え，この警告を無視し，国際

的競争への対応が遅れてしまった.また逆に，市場に接

触していない本社の戦略スタップが誤まった判断をする

こともあった.戦略スタップは，統計データの分析をも

とに，住居面積が狭くなりつつあることを理由に，家電

製品の小型化を推しすすめた.しかし，現実には，台所

の面積は変わらず，その結果， GE社は小型製品の開発

に不要な時聞をかけ，多大なロスを生じてしまった.

この事例は，分析型アプローチが期待通りの成果をあ

げえない場合があることを例示している.ところで，こ

のアプロ一千には， P PM , P IMS ，経験曲線等の代

表例があるが，これらは一貫して経済合理性に導かれた

ものである.その特徴としては，企業の戦略決定者はト

ップマネジメント(もちろん，そのスタップを含む)で

あり， トップは「全知J であると考えている点がある.

また，その経営戦略は組織・個人が機械的に遂行すると

L 寸前提にたっている.すなわち，環境一戦略一組織一

個人の聞に連続的な斉合関係があることが重視されてい

る.そこで，その経営戦略は， フォーマノレな戦略計画と

して記述され具象化(プログラム化)される.つまり，

分業体系の中で統合的な行為を保証するために，戦略は

戦術・実行7 ニュアルへとプレークダウンされる.

しかし，この分析型アプローチが有効に働くには条件

がある.まず，環境が事前に相対的に分析可能なことで

ある.さらにトップにより提出された経営戦略を，組織

内のメンパーが事前に十分に理解し，オートマティッタ
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にメンパーが計画通りに動くことが必要である.すなわ

ち， トップ(およびそのスタップ)が，企業の頭脳であ

り， ミドル以下は手足であり，全員が一体となって機能

することが前提となっている.また，戦略の決定時には

戦略代替案がすべてあげられ，かっその成果予測を確率

的に決定できることが必要である.

しかし，今日の企業環境はきわめて変化が激しく不確

実性が高い.このような状況下では，最も環境情報が得

やすい現場レベルで決定がなされるべきである.すなわ

ち l 人のスーパーマン(あるいは部門)が戦略を設計し

決定するのは不可能である.また，組織が人聞の集団で

ある以上，戦略の決定が抵抗なく積極的に実施されるた

めには，決定と実施を 2 分化し，組織的メンパーの役割

を明確化することは好ましくない.

2.2 戦略経営アプローチ

高度に不確実な環境下で有効なアプローチの 1 つが，

戦略経営アプローチである.戦略経営とは，経営戦略形

成と実施という 2 分法を越えて，組織内のあらゆるレベ

ルにおいて戦略的発想を持ち，戦略形成にかかわること

を要求するものである.

このような経営戦略は，伝統的アプローチと異なり，

あらかじめ明確に設定される側面と，経営活動が進行す

るにつれて柔軟に更新され，より精徹なより的確な戦略

として環境に適応していくと L 、う側面を有している.す

なわち，事前にラフな戦略コンセプトを描き， トライ・

アンド・エラーを繰り返しつつ，そこから有効な戦略の

具体的内容(コンテント)を決定し，これを積み重ねな

がら次第にその戦略を精級化していくのである.

事前に設定されるのはわが社は何をなすべきか|

(What) である.企業の抱〈ビジョンすなわち「どんな

姿になりたL 、か」と L 寸企業の将来の姿を基礎にして，

そのために何をなすべきかを決定することである.

しかし，なすべきことと現実にできることとの聞には

ギャップが存在する.そこで，このギャップを埋めるた

めの実際の行動様式は，環境状況等に対応した自然発生

的で適応的なものとなる.これが，なすべきことを実現す

るには「どのように経営活動を展開していくかJ (How) 

という側面である.

この戦略経営アプローチの特徴としては次の点があげ

られる. [J ]まず第 1 に経営戦略は企業がその環境と相

互作用行為を行なうプロセスから形成されている点であ

る.第 2 には経営戦略は組織内部の組織プロセスから産

み出されるものであり，組織メンパー全員のものであり，

1990 年 12 月号

メンパ一間の相互作用のプロセスから産み出されるもの

である点である.第 3 に戦略の形成とその実施は決して

2 分割されるものではなく，相互依存的なダイナミック

なプロセスである.第 4 にそのプロセスの中からでてく

る創発的な行動を取り込むことを重視する.

このような特徴をもっアプローチには，次のような有

効性がある.今日の企業環境は不透明であるが，このよ

うな時には，予測にもとづくリジッドな戦略計画はきわ

めて無力である.最も積極的な対処方法は，環境変化を

受け身でとらえるのではなく，みずから環境創造(エナ

クトメント)することである.ヤマト運輸の宅急便ビジ

ネスの創造などは，まさに典型例である.戦略経営アプ

ロ一千は，ビジョンに引張られトライ・アンド・エラー

を繰り返しながら，既存の戦略をブレークスルーしてい

くことで，この問題を処理していくのである.

また，事前に決定されているビジョンなどは，しばし

ばルーズな形で定義されている.このようなんーズな定

義は，多義性を持っており，組織内メンバーに多様な解

釈を可能にさせる.この解釈の幅が広く，かつ互いのコ

ミュニケーションにより相互作用し合い，その解釈を深

めるほど，戦略の質は高くなる.

さらに，このアプローチは，現場に戦略的な発想をも

たせ，種々の代替案等が生起してくることをめざしてい

る.これは，現場が必然的に戦絡を自分のものと感じ，

高いコミットメントを持つことを意味する.現場が戦略

化されれば，より高い精度の戦略が生まれる.

3. 戦略経営と階層型組織・経営情報シ

ステム

ところで，経営戦略と経営組織は緊密な関係をもって

いる.分析的アプローチによれば経営戦略は企業の環境

適応のための基本設計図で、あり，戦略を実行するには実

行に必要な経営資源を組織化しなければならない.それ

ゆえ戦略と組織は適切な相互補強関係が必要である.

3.1 階層型組織

経営環境の変化の激しさと不確実性の増大に応じて，

経営戦略の形成方法は変化してきたが，組織も同様に対

応する必要がある.

環境変化を生きぬくために，組織がとった方法は，当

初，組織を構成している部門を組み替えることで組織構

造を変え，環境の不確実性に対処していくものである.

この方法は，組織を環境変化に適応させるために，組織

の分化と統合の方法を工夫することである.この方法の
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考え方は，それにより組織の構造そのものの持つ情報処

理能力を増大させ，環境の不確実性の増大に対応するも

のである [2 ].すなわち，環境が不確実な場合，事前に

精徹な計画を形成することは不可能であり，仕事の進行

中に処理しなくてはならない情報量はより増加する.よ

って組織の諜題は，不確実性をいかに削減するか，ある

いは情報処理能力をいかに高めるかである.

このため，環境が要求する複雑な業務をより専門的な

業務に「分化J し，この「分化j によって生じる業務間

の新たな相互依存関係を「統合」するような組織構造を

創る.分化した部門は，その対処しなければならない不

確実性を削減され，より確かな業務活動ができるように

なる.さらに，専門分化した多数の部門を統合できるな

らば，組織の不確実性に対処する能力は全体として増大

し，環境の変化に適応させることが可能である.

このような組織構造の変化を具体的にみるならば，ま

ず職能制組織が考えられる.これは専門職能部門に業務

を分化させ，それぞれの職能の効率を高めようとするも

のである.この組織は基本的には階層型組織であり，上

位に位置する管理者たちは部門間の調整と統合の機能を

担当し， トップが戦略的意思決定を行なう.まさにこの

ような組織で分析型の戦略計画が形成・実行される.

環境の不確実性がより増大すると，職能制組織の持つ

情報処理能力では不十分となる.そして職能部門聞の調

整量が増加し，管理階層の負担が過重になってしまう.

この問題を解決するために考えられた組織が，事業制

組織である.これは，職能制の場合調整が必要である業

務を事業部ごとに集中させ，自己完結させることにより，

組織全体の情報処理能力を高める.しかし，事業部門の

統合という新しい問題が生じる.

さらに，環境の不確実性が増大すると，より情報処理

の能力を上げる必要がある.そこで，マトリクス組織が

考えられる.これは，職能制組織と事業部制組織のもつ

利点を同時に極大化しようとするものである.この組織

採用の最大の理由は，変化の激しい環境に対応するため

に，組織に柔軟性を確保するためである.しかし，この

組織も 2 人以上の上司の衝突を解決する方法を見出せ

ない等の種々の問題を含んでいる.

3.2 階層型組織における経営情報システム

戦略経営を行なうにあたって階層型組織に経営情報シ

ステムを構築し，その利用を推進しようとすると種々の

課題が生ずる.

まず，情報システムの戦略を立案するにあたって，事

854 (22) 

前に誰が情報を創り出し，誰がその情報を利用し，その

更新は誰がするのかを決定しなければならない.データ

ベース技術が発達し，多くの情報の共有が進むにつれて，

データの所有権の存在場所が重要な課題となる.

階層型組織では特定の領域が生みだす特定の情報はそ

の領域が所有するべきであるという考え方が一般的であ

る.しかし多くのデータが，複数の部門にまたがって仕

事のキーになっていることが多い.実際にはデータはコ

ミュニケーション用の言語と考えられ，その利用者と別

個に所有・管理することはできない.よって地位にもと

づく所有権を重要視する階層型組織構造が採用される限

りこの所有権の問題がきわめて重要である.

また，経営情報システムを利用すれば，組織が情報を

より効果的に管理でき，みず.からのシステムによってマ

ネジメントできるという考え方がある.しかし，階層型

組織においては，現実には，組織を上下する情報を管理

し改ざんする強い傾向がある.どのような部門でも，自

己にとって都合のよいように情報を削ったり，余分なも

のを付加したりして情報を流す.

コンピュータの技術がどのように発達しても，どの階

層レベル間においてもこのような相互作用のパターンは

変わらない.一般に，経営情報システムは，階層型組織

の構成を反映するように機能するので，情報は下から吸

い上げられ，途中で要約され， E S S (経営意思決定支

援システム)よりトップマネジメントに提供される.逆

にトップの決定は，階層の上から下へと下降していくの

である.この途中で，情報が変形していくのである.

重要な問題は，このような安全無害な情報を集めるこ

とではなく，生の情報よりその情報聞の相互関係のパタ

ーンを汲みとり活用することである.

またソフトウェア・アプリケーションをユーザー自身

が開発しない時(すなわち購入するか自社内の情報、ンス

テム部門などで開発する時)，しばしば問題が生じる.開

発者はソフトウェアを自分独自の知識や経験にもとづい

て開発しているが，そこで使用されているデータ要素と

ユーザーの部門や職能で使用されているデータ要素との

間に微妙なズレが生じることが多々ある.階層型組織に

おいては各部門や各職能は独自の言語等をもっており，

部外者にはその微妙なユュアンスがとらえにくい.

このような問題は複数のアプリケーションを相互接続

しようと試みる場合にますます複雑化する.それぞれの

データ要素が異る意味をもっていたりするからである.

以上に代表されるように種有の課題が存在する.
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4. 戦略経営とネットワーク組織・経営

情報システム

4. 1 ネ 'Y トワーク組織

最近の環境変化のスピードアップ，先行きの不透明さ

の増大に対応して，戦略経営をより効果的に推進するた

めに，より柔軟で個々の人間の能力を重要視する新しい

組織が注目される.

今日，一般には作業は部門または職能別で行なわれて

いることが多いが，将来はこれを多数の臨時「タスクチ

ーム j が遂行するようになる.部門が消滅するわけでは

ないが，各部門は，資源，技術，人材の提供場所であり，

また基準を示す役割を果たす.部門は，逐次進行的に働

くのではなく，同時的に協働し，各チームはプロジェクト

の始まりから製品が市場に出るまでの間存続する.新し

い組織では，マトリクス構造を越えた新しい形態をとり，

より大きな自主性や責任が個人に負わされる.このよう

な組織は，単純で、明確な共通の目的によって l つにまと

められ，オーケストラのように調和して動くが，楽譜は

ない.このオーケストラは，時間の進行とともにみずか

ら音楽を作ってL 、く必要がある [3 ]. 

このような各チームがL 、くつも重なりあった組織は，

ネットワーク組織と呼ばれる.この組織の基本原則は，

次の 5 つにまとめられる [4 ]. 

(1)対等の関係のネットワーキング， (2)統合的方法， (3) 

対話としての仕事， (4) ヒューマンタイムとタイミング，

(5)仮想タスクチーム，である.

(1)はネットワーク上の各ノード(結節点)が他のノー

ドと直接連携し合うことを可能にし，その聞に階層的な

調整をするフィルターがないことを意味する. (2)では流

動的な組織の統合方法の重要な要素として知識と価値観

が考えられる. (3)では仕事は作るべきものについてのビ

ジョンとそれをどう作るべきかの知識との継続的な対応

としてとらえられている. (4)はわれわれが時間の中で生

きていることを示している.すなわち現在は過去の延長

線上にあり未来は現在の延長線上にあることを意味して

いる. (5)は種々の課題を多重化できるチームである.

4.2 ネ'"トワーク組織における経営情報システム

上述したネットワーク組織の 5 つの基本原則を支援す

るために経営情報システムに要求されるものはネットワ

ーキングの技術的基盤の開発とデータの統合である.ネ

ットワークの組織の基本はタスクチームであるから企業

内のメンパー各個人の居場所にかかわらず，あたかも 1
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カ所に集まっているかのような仮のタスクチームを編成

する必要がある.上手に設計された柔軟なネットワーク

が存在するならば，物理的あるいは時間的に近くにL 、る

ことはそれほど重要ではない.電子メ -/1-， コンピュー

タ・ノートファイノ1-，音声メ-，L.-，分散データベース，

18DN ， 081 の 7 層モデノレ，企業内のホスト通信、ン

ステム等がこのネットワークを柔軟なものにしている.

このネットワークは，内部の資源と外部の資源を結合

する.そして，マーケティング，技術，製造，財務，サ

ーピス等の部門間の連携がより緊密になる.

また，組織内のいたる所で使用できる基本的なデータ

要素を定義することは，やはり重要である.

データの統合には，各種のツールやテクニッ夕方:利用

可能である.コンピュータ援用ソフトウェア・エンジニ

アリング (CA8E)，コンピュータ援用データ・エンジ

ユアリング (CADE)，データ・ディクショナリ， リレ

ーショナル・データベース，オブジェクト指向データベ

ース等により，データを個別アプリケーション内に閉じ

込める代わりに，共有可能でありまた拡張可能なデータ

・アーキテクチャーの開発が支援される.このような複

数のアプリケーションのために共通で、共有可能なデータ

・アーキテクチャーの開発が，データの統合である.

5. おわりに

現代ほど 818 に代表されるように，経営戦略と情報

システムが注目されている時代はない.この両者が上手

にマッチングすることにより，企業経営に大きなインパ

クトを与える可能性は非常に高い.しかし戦略を実行

する組織自体が旧態依然たるものであるならば，いかに

革新的な経営情報システムが構築され運用されようとも

その効果のほどは疑問である.

真の意味での戦略経営を実行するには，組織メンバー

の自発的意思とその能力を生かすことが重要であり，経

営情報システムもこの点を支援する必要がある.全体と

してまとまりはないが，本研究の中心はこの点にある.
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